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なお、上記２ののの確認を受けた後
に、これらの手続開始が決定された者に
あっては、関東農政局長が別に定める手続
に基づいて一般競争入札参加資格の再確認
を受けている者であることを要する。
 農林水産省発注工事等からの暴力団排除
の推進について（平成19年12月７日付け19
経第1314号大臣官房経理課長通知）に基づ
き、警察当局から、部局長に対し、暴力団
員が実質的に経営を支配する建設業者又は
これに準ずるものとして、農林水産省発注
工事等からの排除要請があり当該状態が継
続している者でないこと。
 関東農政局長から測量・建設コンサルタ
ント等業務に関し指名停止を受けている期
間中でないこと。

 技術提案書の提出者を選定するための基準
 企業の経験及び能力 当該業務部門にお
ける技術者の存在、業務実績及び業務成績、
納品後における重大な設計ミスの発覚等に
よる瑕疵の有無、地域貢献活動への支援
 技術職員の経験及び能力 予定管理技術
者の資格、業務実績又は実務経験、業務成
績、継続教育に対する取り組み状況、過去
の表彰経験、手持ち業務の状況

 技術提案書の特定のための評価基準
 技術職員の経験及び能力 予定管理技術
者及び照査技術者の資格、業務実績又は実
務経験、業務成績、継続教育に対する取り
組み状況、過去の表彰経験、手持ち業務の
状況
 業務実施方針、手法等 事業目的・業務
内容に対する理解度、提案内容の的確性、
創意工夫、実施手順・体制、特定テーマの
確実性等

３ 手続等
 担当部局
〒3309722 埼玉県さいたま市中央区２
１さいたま新都心合同庁舎２号館 関東農政
局総務部総務課契約係 金井 徹 電話
0487400328
 業務説明書の交付期間、場所及び方法 業
務説明書を電子入札方式により配布する。交
付期間は、平成29年12月11日から平成29年12
月26日まで（行政機関の休日に関する法律（昭
和63年法律第91号）第１条に規定する行政機

関の休日（以下「行政機関の休日」という。）
を除く。）の午前10時から午後５時までとす
る。
ただし、書面による交付を希望する場合に
は、あらかじめその旨を以下の交付場所に申
し込みを行った上で、以下の期間、場所にて
交付する。
 交付期間 平成29年12月11日から平成29
年12月26日まで（行政機関の休日を除く。）
の午前10時から午後５時まで。ただし、最
終日は正午までとする。
 交付場所
〒3309722 埼玉県さいたま市中央区新
都心２１さいたま新都心合同庁舎第２号
館 関東農政局農村振興部設計課技術審査
第１係 山田 賢治 電話0487400533
 その他 交付は無料である。
 参加表明書の提出方法、提出先及び提出期
限
 提出方法
ア 電子入札方式の場合 本業務に係る参
加表明書の提出を希望する者は、業務説
明書に示す参加表明書一式を電子入札方
式により提出期間内に送付すること。提
出様式についてはＰＤＦファイル形式に
よるものとし、ファイルの合計容量が３
ＭＢを超えないものとする。
なお、添付資料等により合計容量を超
過する場合は、様式１のみを電子入札方
式により提出し、その他の資料について
は、下記３ののの提出先に持参、郵
送（書留郵便に限る。）、民間事業者によ
る信書の送達に関する法律（平成14年法
律第99号）第２条第９項に規定する特定
信書便事業者による同条第２項に規定す
る信書便（以下「特定信書便」という。）
のいずれかの方法で提出すること。電送
又は電子メールによるものは受付けな
い。
イ 紙入札方式の場合 本業務に係る参加
表明書の提出を希望する者は、業務説明
書に示す参加表明書の様式により提出期
限内に下記３ののの提出先に持参、
郵送（書留郵便に限る。）、特定信書便の
いずれかの方法で提出すること。電送又
は電子メールによるものは受付けない。

 提出先 上記３ののに同じ
 提出期間 平成29年12月12日から平成29
年12月26日まで（行政機関の休日を除く。）
の午前10時から午後５時まで。ただし、最
終日は正午までとする。
 選定結果の通知方法・時期 参加表明書
の選定・非選定結果については、平成30年
１月10日までに書面にて通知する。

 技術提案書の提出方法、提出先及び提出期
限
 提出方法
ア 電子入札方式の場合 本業務に係る技
術提案書の提出を希望する者は、業務説
明書に示す技術提案書一式を電子入札方
式により提出期間内に送付すること。提
出様式についてはＰＤＦファイル形式に
よるものとし、ファイルの合計容量が３
ＭＢを超えないものとする。
なお、添付資料等により合計容量を超
過する場合は、様式１のみを電子入札方
式により提出し、その他の資料について
は、下記３ののの提出先に持参、郵
送（書留郵便に限る。）、特定信書便のい
ずれかの方法で提出すること。電送又は
電子メールによるものは受付けない。
イ 紙入札方式の場合 本業務に係る技術
提案書の提出を希望する者は、業務説明
書に示す技術提案書の様式により提出期
限内に下記３ののの提出先に持参、
郵送（書留郵便に限る。）、特定信書便の
いずれかの方法で提出すること。電送又
は電子メールによるものは受付けない。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kyouko Asakawa, Direc‑

tor General, Kanto Regional Agricultural

Administration Office

 Classification of the services to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Detail de‑

sign for Yoragawa integrated pump station

in Tochiginanbu National Irrigation／Drai‑
nage Project.

 Time limit to expressions of interest by

electronic bidding system : 12 : 00 P.M., 26

December, 2017

 Time limit for the submission of propos‑

als by electronic bidding system : 12 : 00

P.M., 20 February, 2018

 Contact point for documentation relating

to the proposal : Kenji Yamada, First‑

Technical Review Section, Design Division,

Rural Infrastructure Development Depart‑

ment, Kanto Regional Agricultural Admin‑

istration Office, 21 Shintoshin Chuoh‑Ku
Saitama City Saitama Prefecture 3309722
Japan. TEL 0487400533

 提出先 上記３ののに同じ
 提出期間 平成30年１月11日から平成30
年２月20日まで（行政機関の休日を除く。）
の午前10時から午後５時まで。ただし、最
終日は正午までとする。
 特定結果の通知方法・時期 技術提案書
の特定・非特定結果については、平成30年
３月９日までに書面にて通知する。
 技術提案書のヒアリングの有無 無。

４ その他
 詳細は、業務説明書による。
 手続における交渉の有無 無。

 契約保証金 納付。（保管金の取扱店 日本
銀行埼玉新都心代理店）
ただし、利付き国債の提供（保管有価証券
の取扱店 日本銀行埼玉新都心代理店）又は
金融機関若しくは保証事業会社の保証（取扱
官庁 関東農政局）をもって契約保証金の納
付に代えることができる。また、公共工事履
行保証証券による保証を付し、若しくは、履
行保証保険契約の締結を行った場合又は業務
完了保証人を付した場合は、契約保証金を免
除する。
 契約書作成の要否 要。
 当該業務に直接関連する他の設計業務の請
負契約を当該業務の請負契約の相手方との随
意契約により締結する予定の有無 無。
 手続きにおいて使用する言語、通貨、時間
及び単位 日本語、日本円、日本の標準時及
び計量法（平成４年法律第51号）に限る。
 関連情報を入手するための照会窓口は、上
記３のに同じ。
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